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災害産業保健の起こり
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東日本大震災以降注目を集める災害対応者の健康影響
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本学から福島第一原発への医師派遣：528名（H25.1.31まで）
現在まで述べ1000名超
福島第一原発20㎞県内の私立医大の９割、77医学部の４割
※日本私立医科大学協会カウント方式



災害時における健康管理上の課題
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• 過重労働
• 感染症
• 持病の悪化
• 災害高血圧
• 脳梗塞・心筋梗塞
• 慢性呼吸器疾患（粉塵、アスベスト）
• メンタルヘルス不調（うつ、急性・心的外傷後ストレス障害）
• 労働生産性の低下

災害時の労働者の代表的な健康影響
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災害時の職員の心理状況（過去の災害支援経験から）
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能登半島地震における対応



R6年能登半島地震の活動のスイッチ

被災県対策本部
本部長：知事

保健医療福祉調整本部

本部長 統括DHEAT
（本部長の補佐）

DHEAT：Disaster Health Emergency Assistance Team

行政職員の
健康管理が必要だ

広島大学公衆衛生学
久保達彦

産業医科大学
災害産業保健センター

北海道DHEAT:人見嘉哲先生

災害産業保健チームが
災害支援の枠組みに入れた理由

・人見嘉哲先生の
北海道胆振地震への対応経験

・久保達彦先生の
災害支援の可視化の取り組み

・産業保健の重要性の共通認識
・災害産業保健の研究や連携
・内部からの顔つなぎ

J-SPEED班
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課題認識       

発災以降、自治体職員は強い使命感のもと住民保護に従事する。

行政職は災害対応時に、極端な職務環境に晒され疲弊する。

行政職の疲弊は災害対応の成否に直結する重要課題である。

必要性  

1） 被災地の職員は多様かつ大きな健康リスクを受け入れつつ勤務している

2） 被災地の職員は特別な訓練等を事前に受けていない

3） スクリーニング体制がないと体調不良を気づかれぬまま勤務することがある

4） 健康管理を通じて復旧過程の円滑な進捗に貢献する

5） 前線の市町村は産業保健体制が元々脆弱かつ、より過酷な環境で勤務

令和６年能登地震対応における行政職の疲弊対策について（２０２４年１月６日作成）

北海道統括DHEAT 人見 嘉哲先生、広島大学 久保 達彦先生、産業医大 立石共同作成
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組織図
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各自治体の入り口

珠洲市 （600人）
岐阜DHEAT 稲葉静先生
1月14日にJ-SPEED導入

輪島市 （500人）
熊本DHEAT 劔陽子先生、小山宏美先生
1月19日にJ-SPEED導入

石川県庁 （5000人）
北海道DHEAT 人見嘉哲先生
1月19日にJ-SPEED導入

志賀町 （400人）
岡山保健師
1月21日にJ-SPEED導入

石川県教育委員会 （3900人）
1月23日にJ-SPEED導入

能登町 （400人）
茨城DHEAT金本真也先生
1月24日にJ-SPEED導入

穴水町 （400人）
大阪DHEAT宮園将哉先生
1月24日にJ-SPEED導入
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リアルタイム健康情報介入システム及び職場傾向分析
J-SPEED行政職員健康管理サイクル 能登半島地震で採用

広島大学公衆衛生学
J-SPEED解析支援チーム

① PC/スマートフォン等

②専門家が職員の健康状態を随時把握し
必要に応じて電話面接等を即日実施

災害
産業保健
J-SPEED
サイクル

災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）
現地コミュニケーションをサポート

自治体担当が職員健康状態を日々把握

職員が健康状態を
J-SPEED簡易入力

③ 自治体担当へ成果と課題を日報
⇒報告書は会議資料として活用

産業医科大学災害産業保健センター
産業保健支援チーム（DOHAT）

専門家による職員健康管理

自治体職員の健康管理を通じて住民（行政サービス提供体制）を守る
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令和６年能登地震 支援者健康管理版J-SPEED調査項目
（行政職員向け）

❶：個人属性
❑（勤務先）自治体名 部門
❑ 氏名
❑ 年齢
❑ 性別

❷：現 状
❑ 災害対応業務に従事している
❑ 派遣出張中
❑ 住民と対応している業務に従事している
❑ 職場で寝泊まりしている
❑ 睡眠時間 5時間未満（昨晩）
❑ 発災後1日も休めていない
❑ 持病の内服ができていない

❸：活動環境（CSCA）
❑ 問題なし（安全に活動可能）
❑ 体制・指揮系統が不明確
❑ 安全な活動環境の確保困難
❑ 食事・休憩がとれていない
❑ 通信の確保が困難
❑ 感染防護具の不足
❑ その他、活動の支障あり

❹：症 状
❑ 特になし
❑ 風邪症状（体温37.5度以上、咳、鼻汁、倦怠感等）

❑ 嗅覚・味覚障害
❑ 消化器症状（食欲低下、下痢等）
❑ 眠れていない
❑ イライラしている
❑ コミュニケーションがとれていない
❑ その他



❺：パフォーマンス（労働機能障害W-Fun改編）
❑ 特になし
❑１社交的にふるまえなかった
❑２丁寧に仕事をすることができなかった
❑３活動がうまくいかないと感じた
❑４冷静に判断することができなかった
❑５自発的に活動することができなかった

【労働機能障害】
事故や休退職リスクを予測

➐：報告連絡相談
❑ 自身の健康/安全管理について本部等に相談したい
❑ 身近に心配な人がおり本部等に相談したい

DMAT・DHEAT等では既に運用中

著作権により非開示

❻：いま感じている疲労感（10段階）
❑ 1 疲れを全く感じない最良の感覚
❑ 2

 
❑ 9
❑ 10 何もできないほど疲れきった最悪の感覚

令和６年能登地震 支援者健康管理版J-SPEED調査項目
（行政職員向け）

・
・
・



*対象者要件

フォロー終了

問題なし 問題あり

電話連絡
DOHAT

フォロー終了

問題なし／入力間違い

就業配慮の
必要性

健康影響あり

所属健康担当者に繋ぐ

緊急性

• 医療機関に繋ぐ
• DPATに繋ぐ
• 所属健康担当者に繋ぐ

緊急性あり 緊急性なし

必要性あり

フォロー終了

入力データ確認

必要性なし

フォロー
継続

フォロー終了

改善 不変

• 症状
• 疲労感
• パフォーマンスへの影響
• 相談希望の有無
を総合的に評価し対象者を抽出

*対象者要件

v 1.00  2024.01.13

DOHAT: Disaster Occupational Health Assistance Team 災害派遣産業保健支援チーム
DPAT : Disaster Psychiatric Assistance Team災害派遣精神医療チーム

健康管理個別フロー



実際に対応した事例
【本人の主訴】

【DOHAT対応】

【ケースから学んだこと】
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 2024年1月18日 疲労感：9点 電話
【本 人】
・病院に勤務している。
・発災後1日も休めていなかったが、今週になって外部支援チームが入ること
になり、休みが取れた。休んでみて、自分が疲れていたことに気づいた。しっ
かり睡眠をとることができて、だいぶ疲労が回復した感じがある。
・今後は、職場で休みの希望も聞いてもらえそうなので、やっていけると思う。
【DOHATの対応】今後も、疲労が蓄積しないよう可能な限り、休息をとるよ
う伝えた。

事例❶ 50代 女性 疲労

• 疲労への気づき、バーンアウトの予防
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 2024年1月18日 相談希望あり（本人）→電話するが不通
 2024年1月20日 電話
【本 人】
・1月2日から11日間、連続勤務している。2022年から3回目の地震で、直し
ても直しても、きりがない状態である。
・管理職として部下や外部支援者の対応もあるのに、やる気がでない、逃げ出
したい気持ちになる。こんな状態は異常なのではないか思う。
・睡眠は、ここ2日間でようやく6時間位とれるようになった。
・休日は、最近になって週に1日程度とれるようになった。
・妻は同居しており、相談などはできている。

事例❷ 50代男性 相談希望あり
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【DOHAT対応】
・やる気が出ない等は、異常ではなく強いストレスによる反応で、自然な反応
であること、DPATにも相談可能であることを伝えた。症状の悪化があれば
DOHATへも相談可能であることも伝えた。
・本人：「話を聴いてもらえてよかった、安心した」とのこと。

 2024年1月22日 継続フォローのため電話
・症状の改善を確認したため、一旦終了。継続して入力するようにお願いした。

事例❷ 50代男性 相談希望あり

• セーフティネットとしてのJ-SPEEDの意義
• 違和感なく受動的につながる価値
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 2024年1月18日 内服中断あり→電話

【本 人】
• 糖尿病の治療中。家が被災して薬をとりにいけないため、内服できていない。
• （DOHAT：お薬手帳があれば、〇〇で災害処方箋で処方が可能であること

を伝えたところ、）住民の目もあって、自治体職員である自分が利用するこ
とに抵抗感がある。

• 住民に見られると、どのように思われるかわからないという不安もあって、
利用しづらい。

事例❸ 50代男性 内服中断



21

【DOHAT対応】
・住民が帰ったあとの21時以降に、診察してもらえないか支援チームに相談し
たところ、対応可能とのことだった。その後、ご本人に連絡し、21時以降に受
診可能であることを伝えた。
・本人：「受診します」とのことであった。

事例❸ 50代男性 内服中断

• 住民優先、自治体職員というスティグマ？
• 自分たちがサービスを受けてはいけないという意識から脱却

yahooニュースより
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 2024年1月23日 相談希望あり・疲労度：8点 →電話
【本 人】
• 被災地から少し離れた場所で勤務している。
• 重大な被害を受けた地域に、業務で被害状況を確認しに行った。想像を絶する

世界で茫然とした。TVで観て覚悟はしていたものの、実際はまるで違った。
• ホテルに帰っても、光景が目に焼き付いて、思い出された。
• 困惑したまま4日間作業した後、本来の勤務先に戻ったが、眠れない状態が3日

続いている。自分も出張で行った先のような環境に巻き込まれてしまうのでは
ないかという思いが強くなった。

• 1週間後にローテートでまた被災地までいかないといけないと思うと、不安が
強くなった。

• 上司に相談したが「大変だね・・」というだけで、特に対応はない。
• 「運が悪かったら死んじゃうかも・・」と思って、仕事にいくのが怖い。

事例❹ 20代男性 相談希望あり・疲労
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【DOHAT対応】
・DPATへ相談したところ、精神反応としてそれほど強くないので職域で対応
するよう助言いただいた。
・人事課へ連絡し、産業医面談を実施した。2月の被災地への派遣は中止と
なった。
・不安や不眠への対応については、被災の影響で精神科が受診が難しく、内科
受診につながった。回復後は、本来の派遣業務につけるよう道筋をつけた。

事例❹ 20代男性 相談希望あり

• ASD、PTSDハイリスク者に対する繰り返しの曝露防止
• 環境・人間関係の安全性の担保、レジリエンスの重視
• ラインケアが機能しがたい職場においての第３者介入の価値
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 2024年1月22日 疲労度：8点、パフォーマンスへの影響：5点 電話不通
→SMS送信

 2024年1月23日 疲労度：8点、パフォーマンスへの影響：5点 電話
 2024年1月24日 疲労度：8点 パフォーマンスへの影響：4点
 2024年1月30日 経時的な入力結果を確認し、疲労度が下がったことを確認
 2024年2月14日 本人からSMSあり
 2024年2月15日 電話
 2024年2月22日 電話するが不通。→その後、本人より電話あり。

事例❺ 30代女性 疲労・パフォーマンスへの影響
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【本 人】
・罹災証明担当、応援職員への対応業務。
・イライラが高まってどうしようもない時がある。その時は、壁を蹴る等して
ストレス発散している。
・毎日０時すぎに帰宅。他部署も同様の多忙さだと思っていたが、自部署以外
は、22時頃に帰宅していると知り、落ち込んだ。
・ 休日は週に半日だけ、休み明けがつらい。休息をとりたい。
・いくら応援が来ても１週間で帰る。質問が増えるだけで負担。応援職員への
対応を自分以外の人がしていないので不満を感じている。
・労働時間を減らすように言われるが、業務を変わる人がいないのにどうした
らよいのか。

事例❺ 30代女性 疲労・パフォーマンスへの影響
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• 業務が多いことがとてもつらいが、周りはもっと働いているし、自分だけや
らないわけにはいかない。弱音を吐くような雰囲気でもない。

• 自分で不調のサインはわかっている。不調になっても人には言いたくないし、
相談するつもりはない。職場の人に知られたくない。

• DOHATから電話がくることは嫌ではない。
• 2年前の適応障害の診断後、消えてしまいたいという気持ちがずっと続いて

いる。今も続いている。主治医による加療は継続している。
【DOHATの対応】日々の入力結果を確認。疲労度の低下を確認後、終了

• 繰り返す不調の訴えとフォロー。
• 気持ちへの寄り添い、ひとりではないことが伝わるように。

事例❺ 30代女性 疲労・パフォーマンスへの影響
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 2024年1月29日 疲労感：8点・相談希望あり（身近な人）電話
【本 人】
• 地震により、子供たちと同じ建屋にいた子供の親族が被災により亡くなった。

子供のメンタルヘルスを心配している。
• DMATには相談しており、連絡待ちの状態である。DPATへ引き継がれたと

聞いているが、今後の流れを知りたい。
• 本人は疲労感はあるようだが、現時点ではDPAT等による介入は希望しない。
【DOHATの対応】
 2024年1月30日 DPATと情報共有。DPATより得た情報
• 子供への支援の同意を得るために、本人と話した。本人も疲労感・不眠・飲

酒量の増加がみられ支援が必要と思われるが、現時点で本人は介入希望せず。
• 子供への支援は、保健師とDPATが担当することで確定した。

事例❻ 40代男性 身近な人の相談希望・疲労
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【DOHAT対応】
 2024年1月30日 本人へ電話 今後の流れについて説明した。
• 現時点で子供のことは心配はない、対応方針を聞けて安心したとのことだっ

た。一方で、本人は不眠や疲労感、飲酒量の増加もあるため、DPATへの相
談を勧めた。

→その後、本人より「DPATの診察を受ける」と連絡あり。

事例❻ 40代男性 身近な人の相談希望

• 職域内リエゾンとしての機能
• 日々入力というシステム上の利点（アクセスの近接性）
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ハイリスク者は減少傾向

集計期間(石川県全体)：2024/1/14～3/3

石川県保健医療福祉調整本部 J-SPEED班：J-SPEED解析支援チーム/広島大学公衆衛生学・災害産業保健支援チーム/産業医科大学災害産業保健センター
※ データはリアルタイムで更新されているため今後の解析で変動する可能性がある
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ハイリスク者

疲労度8以上 WFun3以上 相談希望 内服中断 発災後一日も休めていない

3/3-3/7

ハイリスク者のモニタリングと支援対象者予測

総入力件数：5509人
介入件数：283件
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部署ごとに疲労蓄積度に解離

2025/3/4

直近2週間(2/22～3/6)

部署 WFun平均点 疲労度平均点 有症状割合

A 0 2 0%
B 1.5 6.5 91%
C 1 4.5 50%
D 1 5.3 50%
E 0.4 5.1 33%
G 0 5 41%
H 0.8 5.6 65%
I 0.2 4.4 22%
J 1.1 5.8 50%
K 0 3.6 0%
L 3 7.1 89%
M 0.1 3.9 25%
N 0 4.7 33%

総計 0.5 4.8 38%

直近2週間(2/22～3/6)

部署 WFun平均点 疲労度平均点 有症状割合

A 0.3 4.8 75%
B 0.3 5.0 29%
C 0.3 4.7 100%
D 0.5 5.8 50%
E 0.4 4.0 20%
G 0.2 3.8 20%
H 0.0 4.8 31%
I 0.7 6.1 64%
J 0.5 5.0 0%
K 0.3 4.4 42%
L 0.4 5.8 57%
M 0.4 5.5 26%
N 0.2 4.4 80%

総計 0.3 4.9 38%

A自治体 B自治体
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前線自治体職員と非前線自治体の比較

集計期間：2024/1/14～1/28

石川県保健医療福祉調整本部 J-SPEED班：J-SPEED解析支援チーム/広島大学公衆衛生学・災害産業保健支援チーム/産業医科大学災害産業保健センター
※ データはリアルタイムで更新されているため今後の解析で変動する可能性がある

前線自治体職員は、疲労度は明らかに高い

32 １点（疲れを全く感じない最良の感覚） 3 0.6% 6 1.6%
33 ２点 11 2.3% 35 9.6%
34 ３点 75 15.6% 89 24.4%
35 ４点 55 11.5% 48 13.2%
36 ５点 136 28.3% 49 13.4%
37 ６点 72 15.0% 41 11.2%
38 ７点 77 16.0% 51 14.0%
39 ８点 35 7.3% 35 9.6%
40 ９点 7 1.5% 7 1.9%
41 １０点（何もできないほど疲れきった最悪の感覚） 1 0.2% 1 0.3%

前線自治体 県疲労度 非前線自治体



32

休みなし、職場で睡眠、睡眠不足、住民対応などで悪化

災害自治体職員の健康影響

過去に知られている知見
• 疲労蓄積者のヒアリハット増加
• 睡眠不足者のミス増加
• 連続勤務者の過労死等の増加
• 住民対峙者のメンタルヘルス不調者の増加
• 災害従事者の健康悪化

• うつ
• PTSD
• 心疾患・脳疾患
• 慢性呼吸不全

データを背景とした予防活動
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データに基づいた改善提案
•  会議回数を減らす
• 議事録の軽微なミスを許容する
• 休みを呼びかける
• 管理職自身が率先して休む
• 首長が残っている職員に声掛けをする
• 情報発信、注意喚起

行政職員健康管理版J-SPEED



34

社会福祉施設への支援事例（職場環境改善プログラム）①

1/29        : 理事長へのご挨拶

2/2          : 施設長ご挨拶（現地訪問）

2/6-9      : 職員からの現状把握アンケート①

2/10-12  : 職員ヒアリング（電話）

2/13        : 理事長、施設長への中間報告

2/14        : 職員ヒアリング（現地面会）

2/21-25  : 職員職場環境改善アンケート②③

3/1          : 職場環境改善ワークショップ④

①現状把握アンケート

③職場環境改善アンケート

②職場の環境改善のヒント集

④アクションプラン

災害時には小さくとも、できることから対応していくことが重要

1. ありがとうという言葉を積極的に使う
2. 全員に朝礼内容が伝わるよう連絡帳を使う
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避難所運営への支援事例（災害時スポットサーベイ）

医王山スポーツセンターの
避難所運営に関わる11名分の結果

症状を抱えながら勤務している者82%
隊員版5％、行政職員版38％と比べて高い

パフォーマンスに支障をきたしている者45%
隊員版12％、行政職員版の27％と比べて高い

疲労度平均6.1
隊員版平均2.4、行政職員版平均4.8と比べて高い
支援内容
・金沢大学教育学部学生の保健室ボランティア
・夕方～10:00の時間帯に看護師の支援
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自治体職員以外の被災労働者・企業にも支援が必要

北國新聞、2024年12月7日記事
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石綿（アスベスト問題）

2024年9月10日東京新聞記事
2024年7月24日
石川県生活環境部環境政策課 環境管理グループ作成資料
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建屋崩壊によるアスベスト飛散の可能性
定点での環境測定は実施されている模様（環境省？）
アスベストの個人ばく露量については未定量
自治体職員やボランティアはマスク不着用で家屋調査（厚労省？）
解体業者にはガイドラインはある（国交省？）

がれきの分別は機能している
マスク着用率は不明

アスベストばく露防止のための包括的枠組みの必要性

現状のマンパワーでの活動の限界が露呈

未着手のアスベスト対策

災害時の対応の難しさ
「組織横断的対応」
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某自治体における職員の改善提案・不調との関連



経験を踏まえ実装が期待されること



41

• 健康管理担当者の設置
• 従前の健康状態のチェック
• 新たなばく露防止（石綿など）
• セルフケア
• ラインケア
• ローテーション勤務（オペレーションテンポ）
• 良好なチームワークの実践
• 健康状態チェック（J-SPEED健康チェック）

災害時に備える８つのこと

能登半島地震での対応を踏まえた今後の準備
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要就業配慮者への対応

従前の健康状態への対応

・身体障がい、血液透析中、ハイリスク妊娠、悪性腫瘍など
・脳・心血管疾患の既往
・高血圧、糖尿病のコントロール不良

・メンタル疾患の既往、現在治療中
・発達障害

身体疾患

治療中断や生活環境の変化、過重労働で重症化の可能性

精神疾患

災害の経験、生活環境の変化により病状悪化、再燃の可能性
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8：45 DOHAT集合
9：00 J-SPEED入力結果確認
9：30 フォロー対象者の抽出作業
10：00 朝のMTGの報告・相談内容の整理
10：30 J-SPEED班 MTG
11：00 フォロー対象者への対応（ 、記録、ケース報告等）
13：00 保健医療福祉調整本部会議参加
14：00 健康だより、会議資料準備等
15：00 フォロー対象者の抽出作業、対応（ 、記録ケース報告等）
16：30 J-SPEED班 MTG
17：00 日報作成
18：00 保健医療福祉調整本部会議
19：00 DHEAT連絡会議
20：30 活動終了

オペレーションテンポ：労働過多になりすぎない

規則正しい
生活の必要性
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• あいさつで気持ちがほぐれた

• ありがとうという言葉の価値

• 仕事終わりにみんなで「今日も私たち頑張ったね」と言い合う

• 一人ぼっちにされていない

• 誰かが見ててくれる

• 自分にだけ情報が回ってこない

• 急な方針転換に振り回される

気持ちと情報の共有

優先順位の高いメンタルヘルス対策
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J-SPEED健康チェックおよび対応協定

次の災害に向けたシステムバージョンアップと協定

災害時産業保健支援に関する基本協定書 

 

 高知県（以下「甲」という。）と産業医科大学（以下「乙」という。）とは、災害発生時に

甲の産業医及び保健師が実施する産業保健支援対策（以下「支援対策」という。）へ

の協力に関する基本協定を、次のとおり定める。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害発生時に被災した甲の職員及び、災害救援に従事する甲

の職員が、心とからだの健康を保ちながら、迅速かつ的確に業務を行うための事前

準備、また、発災後に甲の体制のみでは十分な支援対策を実施することができない

場合において、乙に協力を得て、円滑に実施できるよう、必用な基本的事項を定め

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律 223 号）第 2

条第１項に定めるものをいう。 

２ その他前号と同程度の災害で甲が乙の協力を必要であると認めた場合。 

 

（協力要請の窓口） 

第３条 甲及び乙は、あらかじめ支援体制業務に関する連絡担当者を定め、速やかに

必用な情報を相互に連絡するものとする。 

 

（支援対策等の内容） 

第４条 支援対策の内容は次のとおりとする。 

 (1) 定常時 

    ・支援対策準備に関すること 

 (2) 発災時 

    ・産業保健体制の支援に関すること 

 (3) その他 

    ・支援対策に必要と認められること 

災害時に円滑に対応できるための事前の準備
協定締結：高知県
協定準備中：電気事業連合会
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J-SPEED健康チェックの行政文書での案内

137ページ
６－（２）



まとめ
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• J-SPEED健康チェックをベースとした急性期健康管理

• 急性期健康管理の必要性を痛感、今後のシステム作り
（次の災害で職員健康管理を実践しないことが許容されるのか？）

• 属人的対応から国家的システムへの発展

• 自治体職員の健康管理に関する啓発の必要性

令和6年能登半島地震における自治体職員支援活動

まとめ


